※本テンプレートは短時間正社員雇用契約書(無期労働契約+通常正社員より所定労働時間が短い雇用形態)を主構成としています。パートタイム・有期雇用労働法(第6条労働条件明示・第8条均衡待遇・第9条均等待遇・第13条通常の労働者への転換)に完全対応し、最高裁H30.6.1ハマキョウレックス事件・R2.10.13大阪医科薬科大学事件・メトロコマース事件を踏まえた同一労働同一賃金対応設計です。育児・介護休業法第23条・第24条の短時間勤務制度の任意拡張としても活用可能で、育児短時間勤務版・介護短時間勤務版・病気治療両立版・週4日勤務版・期間限定型・期間無制限型の7用途別バリアントを備えています。通常正社員への転換制度(同法第13条)を装備し、本人のキャリア継続を保証します。短時間正社員雇用契約書は印紙税法上の課税文書に該当しません(不課税)。

短時間正社員雇用契約書
甲の正式名称と乙の氏名とは、甲が乙を短時間正社員(無期労働契約・通常の正社員より所定労働時間が短い雇用形態)として雇用するに関し、労働基準法・労働契約法・パートタイム・有期雇用労働法その他関係法令に基づき、次のとおり雇用契約(以下「本契約」という。)を締結する。

第1条(契約の目的・無期労働契約)
1. 甲は、乙を本契約の定めるところにより、短時間正社員(期間の定めのない労働者)として雇用する。乙はこれを承諾する。
1. 短時間正社員とは、次の各号のいずれにも該当する雇用形態をいう。
1. 期間の定めのない労働契約(無期労働契約)
1. 通常の正社員より所定労働時間が短い労働者
1. 本契約は、パートタイム・有期雇用労働法(短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律)上の「短時間労働者」(同法第2条第1項)に該当するが、有期雇用労働者ではない点でパートタイマーとは異なる。
1. 乙は、通常の正社員と同等の雇用安定性を有し、本契約の定めに従い、長期的キャリア形成を目指して勤務するものとする。
第2条(雇用期間)
1. 雇用開始日は、[YYYY年MM月DD日]とする。
1. 本契約は、期間の定めのない労働契約とする(無期労働契約)。
1. 雇用終了は、定年・退職・解雇等の事由による(第11条参照)。
第3条(業務内容および就業場所)
1. 乙の業務内容は、次のとおりとする。 [業務内容を具体的に記載・例:営業事務(顧客対応・受注処理・案件管理等)]
1. 乙の就業場所は、次のとおりとする。 [就業場所の住所]
1. 業務内容・就業場所は、通常の正社員と同等(時間按分による業務量の調整は除く)とする。短時間勤務であることのみを理由に、業務内容を補佐的・限定的なものにすることは行わない(同一労働同一賃金の趣旨)。
1. 会社の業務上の都合により、乙の業務内容・就業場所を変更することがある(配置転換・転勤等)。本人の事情(育児・介護等)に応じて、配慮するものとする。
第4条(所定労働時間・休憩・休日)
1. 始業時刻・終業時刻は、次のとおりとする(該当するパターンを選択)。
☐ パターンA(週30時間型):始業[午前9時]・終業午後4時 ☐ パターンB(週25時間型):始業[午前10時]・終業午後4時 ☐ パターンC(週4日型):始業[午前9時]・終業午後6時 ☐ パターンD(隔日型):始業[午前9時]・終業午後6時 ☐ パターンE(個別調整型):[詳細な勤務時間を記載]
1. 休憩時間は、所定労働時間が6時間を超える場合は[1時間]とする(労働基準法第34条)。
1. 1日の所定労働時間は6時間、1週間の所定労働時間は30時間とする。
1. 所定休日は、次のとおりとする。
1. 毎週土曜日・日曜日
1. 国民の祝日
1. 年末年始([12月29日]から[1月3日]まで)
1. その他、会社が定める日
1. 業務上の都合により、所定労働時間外・休日に労働させることがある(36協定の範囲内)。
1. 時間外労働・休日労働・深夜労働の割増賃金は、労働基準法第37条に基づき支給する(時間外25%、月60時間超50%、休日35%、深夜25%)。
第5条(短時間勤務の期間および通常正社員への転換)
1. 短時間勤務の期間は、次のとおりとする(該当するパターンを選択)。
☐ 期間限定型:[YYYY年MM月DD日]から[YYYY年MM月DD日]まで(育児期間中・介護期間中・治療期間中等) ☐ 期間無制限型:本人の希望に基づき期間を定めず継続(本人の申出または通常正社員への転換まで)
1. 期間限定型の場合、期間満了日が近づいた際には、甲乙協議の上、次の各号のいずれかを選択する。
1. 通常正社員への転換
1. 短時間勤務の期間延長
1. 退職
1. 通常正社員への転換(パートタイム・有期雇用労働法第13条対応):
1. 乙は、短時間勤務の事情(育児・介護・治療等)が解消した場合、または本人の希望により、通常正社員への転換を申し出ることができる。
1. 甲は、乙の転換申出を受けたとき、業務遂行能力・業務量・組織体制等を勘案して、転換の可否を1か月以内に通知する。
1. 転換が認められた場合、転換後の労働条件は、別途定める通常正社員の労働条件に従う(賃金・労働時間等の変更を含む)。
1. 転換が認められない場合、甲は乙に対し、その理由を書面または電磁的方法により通知する。
1. 甲は、パートタイム・有期雇用労働法第13条の趣旨に従い、乙の通常正社員への転換措置を講じる努力義務を負う。
第6条(賃金)
1. 乙の賃金は、通常の正社員と同一の基準に基づき、次のとおりとする(時間按分が原則)。
	項目
	金額

	基本給(月額)
	金[金額]円(通常正社員の基本給[金額]円 × 短時間比率[○○]%)

	役職手当
	時間按分または役職別所定額

	通勤手当
	同額(出勤日数に応じて変動・所得税法上の非課税限度内)

	家族手当
	同額(扶養家族の有無で判断)

	住宅手当
	同額(住居費は労働時間に無関係)

	賃金締切日
	毎月末日

	賃金支払日
	翌月25日


1. 賃金の設計は、パートタイム・有期雇用労働法第8条・第9条(同一労働同一賃金)および最高裁H30.6.1ハマキョウレックス事件等の判例を踏まえ、通常の正社員との不合理な差別を行わないものとする。
1. 短時間勤務であることのみを理由に、業務関連手当(役職手当・職務手当等)を不支給とすることはない(時間按分または同額支給)。
1. 生活関連手当(通勤手当・家族手当・住宅手当等)は、原則として通常の正社員と同額を支給する。
1. 賃金は、最低賃金法に基づく最低賃金を下回らないものとする。
1. 賃金は、本人の指定する銀行口座への振込により支払う。
1. 時間外労働等の割増賃金は、労働基準法第37条に基づき支給する。
第7条(賞与・退職金)
1. 賞与は、通常の正社員と同一の基準に基づき、時間按分により支給する(年2回・夏季および冬季)。会社の業績および乙の勤務成績・貢献度等を総合的に勘案して、金額を決定する。
1. 退職金は、通常の正社員と同一の基準に基づき、時間按分により支給する。詳細は別途定める「退職金規程」によるものとする。
1. 賞与・退職金の取扱いについて、短時間勤務であることのみを理由に不支給とすることはない(パートタイム・有期雇用労働法第8条・第9条の趣旨)。
第8条(年次有給休暇)
1. 乙の年次有給休暇は、労働基準法第39条および通常の正社員と同一の基準に基づき、付与する。
1. 短時間正社員に対する年次有給休暇は、所定労働日数・所定労働時間に応じた付与日数となる(比例付与・労基法第39条第3項)。
1. 雇用開始日から6か月継続勤務し、所定労働日数の8割以上出勤した乙には、所定労働日数に応じた年次有給休暇を付与する。
第9条(同一労働同一賃金・処遇の合理性確保)
1. 甲は、乙の処遇について、パートタイム・有期雇用労働法第8条(均衡待遇)および第9条(均等待遇)に基づき、通常の正社員と不合理な差別を行わない。
1. 業務内容、責任の程度、職務の内容・配置の変更の範囲等の事情に照らし、通常の正社員と同視できる場合、差別的取扱いを行わない(同法第9条)。
1. 教育訓練・福利厚生施設の利用は、通常の正社員と同等の機会を提供する(同法第11条・第12条)。
1. 甲は、乙からの説明請求があった場合、通常の正社員との待遇差の内容および理由について、書面または電磁的方法により説明する(同法第14条)。
第10条(社会保険・労働保険)
1. 乙は、雇用開始日から、次の社会保険・労働保険に加入する(法定要件を満たす範囲)。
1. 健康保険
1. 厚生年金保険
1. 雇用保険
1. 労働者災害補償保険(労災保険)
1. 短時間勤務でも、週20時間以上等の法定要件を満たす場合、社会保険(健康保険・厚生年金)の加入対象となる。
第11条(退職・解雇)
1. 乙が退職を希望する場合、退職予定日の30日前までに書面または電磁的方法により会社に申し出る。
1. 甲は、次の事由に該当する場合、解雇または本契約解除を行うことがある。
1. 業務遂行能力が著しく不足するとき
1. 勤務態度が著しく不良であるとき
1. 健康状態が業務遂行に著しく支障をきたすとき
1. 経歴詐称等の重大な事由が判明したとき
1. 重大な就業規則違反があったとき
1. 反社会的勢力との関係が判明したとき
1. その他、雇用の継続が困難な事由があるとき
1. 解雇には、30日前の解雇予告または解雇予告手当(平均賃金30日分)を行う(労働基準法第20条)。
1. 解雇は、労働契約法第16条の趣旨に従い、客観的合理的理由と社会通念上の相当性がある場合に限り行う。
1. 乙の請求があったときは、退職証明書または解雇理由証明書を交付する(労働基準法第22条)。
第12条(秘密保持・服務規律)
1. 乙は、業務上知り得た会社の機密情報(顧客情報・取引先情報・営業秘密等)を、在職中はもちろん、退職後も第三者に開示・漏洩してはならない。
1. 乙は、会社の就業規則および各種規程を遵守し、誠実に業務を遂行する。
1. 乙は、個人情報保護法その他関係法令を遵守し、業務上取り扱う個人情報を適切に管理する。
1. 機密保持義務は、退職後[3年間](または「無期限」)存続する。
第13条(反社条項・合意管轄・準拠法・協議事項)
1. 甲および乙は、自己および自己の関係者が、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標榜ゴロ、特殊知能暴力集団等その他これらに準ずる者(反社会的勢力)に該当しないこと、および反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しないことを表明し、保証する。
1. 甲または乙が前項に違反した場合、相手方は、何らの催告を要せず、直ちに本契約を解除することができる。
1. 本契約に関して生じた紛争については、甲の本店所在地を管轄する地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
1. 本契約は、日本法を準拠法とする。
1. 本契約に定めのない事項または本契約の解釈に疑義が生じた事項については、就業規則および労働関係法令を踏まえ、甲乙誠意をもって協議の上、これを解決するものとする。
末尾署名欄
本契約の成立を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印または電子署名の上、各自1通を保有する。
(電子契約により締結する場合は、本項を「本契約の成立を証するため、本書を電磁的記録として作成し、甲乙電子署名の上、各自その電磁的記録を保管する。」に置き換えてください。雇用契約書は印紙税不要です。)
[YYYY年MM月DD日]
(甲・会社) 住所:[会社の住所] 名称:[会社の正式名称] 代表者:[代表者役職・氏名] 印
(乙・短時間正社員) 住所:[従業員の住所] 氏名(自署):[従業員の氏名] 印 生年月日:[YYYY年MM月DD日]

別紙「労働条件通知書」(雛形・労基法第15条+パートタイム・有期雇用労働法第6条対応)
1. 契約期間
	項目
	内容

	雇用開始日
	[YYYY年MM月DD日]

	雇用形態
	短時間正社員(無期労働契約)

	期間
	期間の定めなし

	短時間勤務の期間
	[期間限定型(YYYY/MM/DD〜YYYY/MM/DD)]/[期間無制限型]


2. 業務内容・就業場所
	項目
	内容

	業務内容
	業務内容を具体的に記載

	就業場所
	[就業場所の住所]

	業務内容・就業場所の変更
	あり(本人の事情に配慮)


3. 労働時間・休日
	項目
	内容

	始業時刻
	[午前9時]

	終業時刻
	[午後4時]

	休憩時間
	[1時間]

	1日の所定労働時間
	[6時間]

	1週間の所定労働時間
	[30時間]

	所定休日
	土・日曜日・祝日・年末年始

	短時間勤務のパターン
	[週30時間型/週25時間型/週4日型/隔日型/個別調整型]

	時間外労働
	あり(36協定の範囲内)


4. 賃金
	項目
	内容

	基本給(月額)
	金[金額]円(通常正社員の基本給×短時間比率)

	役職手当
	時間按分または同額

	通勤手当
	同額(実費)

	家族手当
	同額

	住宅手当
	同額

	賃金締切日
	毎月末日

	賃金支払日
	翌月25日

	支払方法
	銀行振込

	賞与
	年2回・通常正社員と同一基準で時間按分

	退職金
	通常正社員と同一基準で時間按分


5. 通常正社員への転換
	項目
	内容

	転換制度
	あり(パートタイム・有期雇用労働法第13条対応)

	転換手続
	本人申出+業務遂行能力等の評価

	転換時の通知
	申出から1か月以内に可否を通知


6. 社会保険・労働保険
	保険
	加入の有無

	健康保険
	☑ あり(法定要件充足時)

	厚生年金保険
	☑ あり(法定要件充足時)

	雇用保険
	☑ あり(法定要件充足時)

	労災保険
	☑ あり(全従業員)


7. その他
· 就業規則:あり(短時間正社員規程を含む)
· 育児・介護休業:法定どおり
· 健康診断:年1回実施
· 教育訓練・福利厚生:通常正社員と同等(同法第11条・第12条)
· 待遇差の説明:乙の請求により書面で説明(同法第14条)

印紙税に関する注記
短時間正社員雇用契約書は、印紙税法上の課税文書に該当しません(不課税)。短時間正社員雇用契約書は雇用契約書の一種であり、印紙税法別表第一の各号文書のいずれにも該当しないためです。
紙の契約書・電子契約いずれの形式でも、印紙税は不要です。
関連書類の印紙税
· 労働条件通知書:不課税
· 就業規則(短時間正社員規程):不課税
· 通常正社員転換時の合意書:不課税
· 退職証明書・解雇予告通知書:不課税
雇用関連書類は原則として不課税となります。

テンプレート利用上の注意
· 本テンプレートは弁護士監修ですが、個別案件に応じた修正が必要です。重要な雇用契約は弁護士・社会保険労務士にご相談ください。
· 本テンプレートは短時間正社員雇用契約書(汎用版)+6用途別バリアント(育児短時間勤務版/介護短時間勤務版/病気治療両立版/週4日勤務版/期間限定型/期間無制限型)の構成です。
· 第1条第1項により「期間の定めのない労働契約(無期労働契約)」であることを必ず明示してください。これにより、有期雇用が多いパートタイマーとの法的な区別が明確化されます。
· 第3条第3項の業務内容は、通常の正社員と同等とし、短時間勤務のみを理由に補佐的・限定的業務にしない設計です(同一労働同一賃金の趣旨)。
· 第4条第1項の労働時間パターンから、自社の方針および本人の希望に応じて選択してください。
· 第5条(短時間勤務の期間および通常正社員への転換)は本テンプレートの最重要条項のひとつです。期間限定型/期間無制限型から選択し、パートタイム・有期雇用労働法第13条に基づく通常正社員への転換措置を契約書で明示してください。
· 第6条(賃金)は、パートタイム・有期雇用労働法第8条・第9条および最高裁H30.6.1ハマキョウレックス事件等の判例を踏まえた現代的設計です。業務関連手当(役職・職務)は時間按分、生活関連手当(通勤・家族・住宅)は同額を原則としてください。最低賃金法遵守は絶対要件です。
· 第7条(賞与・退職金)は、通常正社員と同一基準で時間按分支給とすることが推奨されます。短時間勤務のみを理由に不支給とすることは避けてください(大阪医科薬科大学事件・メトロコマース事件等の判例を踏まえた現代的アプローチ)。
· 第8条(年次有給休暇)は、所定労働日数・時間に応じた比例付与となります(労基法第39条第3項)。
· 第9条(同一労働同一賃金)でパートタイム・有期雇用労働法第8条・第9条・第11条・第12条・第14条を全面的に取り込み、不合理な差別を防止します。第4項の説明義務(同法第14条)は本人請求時に必ず対応してください。
· 第10条(社会保険・労働保険)は、法定要件(週20時間以上等)を満たす場合に加入対象となります。
· 別紙「労働条件通知書」は労基法第15条およびパートタイム・有期雇用労働法第6条の労働条件明示義務に対応するため、必ず添付してください。
· 短時間正社員雇用契約書は印紙税不要(不課税)です。関連書類も不課税です。
· 電子契約サービス活用のメリット:事情変更時の即時対応・遠隔地勤務対応・複数案件一元管理・通常正社員転換時の合意書電子化・労働条件明示の証跡確保・電子帳簿保存法対応。
· 本テンプレートの利用により発生した一切の責任について、ムスビサインは負いかねます。最終的な内容確認は利用者の責任で行ってください。

なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行に基づき作成しています。法令改正により内容が陳腐化する可能性があるため、最新版の確認をおすすめします。重要な雇用契約は、弁護士・社会保険労務士等の専門家にご相談ください。
